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サポー ト体制､動機付けの5点において個々人の
状態に応じて配慮するべきである｡そして､知的
降がい者も個々人の能力を評価する機会を与え､
適性のある業務を担当させ､自信を持たせ､経験
を積ませることでより有益な労働者として成長す
る可能性がある｡つまり､知的陣がい者としてで
はなく､健常者と同様にひとりの労働者として能
力を評価することが知的陣がい者の雇用の改善の
根本的な課題である｡
また教育機関や福祉就労施設にも課題がある｡
教育機関では学習に必要な能力の指導を目的とし
ており､企業で必要とされる能力を指導する機会
はほとんど与えてこなかった｡福祉就労施設では
日常生活の場を提供するかを重視しているため､
就労移行支援を目的の一つとしているものの簡単
で単純な作業を行っており､企業で行われる業務
とは程遠いものである｡知的陣がい者は環境の変
化に対応することが健常者に比べて困難であるこ
とが考えられるため､教育機関や福祉就労施設で
早い段階から企業などで就労するために必要とな
るビジネスマナーなどを指導していくべきである｡
また教育機関や福祉就労施設の職員が就労支援を
行うことがあるが､企業などに就職後に離職した
場合はそれらの機関から支援を受けにくい｡その
ため就職や就労中､離職後といった全ての就労支
援を就労支援機関に一任することで継続的でより
有効な就労支援を行うべきである｡しかし､就労
支援機関は企業などで就労経験がある職員が少な
く､職場で適切な支援が行えていない｡そのため
に就労経験のある職員をいかに増加させるかが課
題である｡
日本では法定雇用率によって陣がい者の雇用の
促進を行ってきたが､それにも限界がある｡法定
雇用率を達成すれば､それ以上雇用しない企業も
見られ､陣がい者の間でも競争が起こっていくこ
とが考えられる｡また､法定雇用率を廃止 して
ADA法と同様の法律が成立する可能性もあるが､
ADA法では雇用に関して知的陣がいに対する配
慮はされておらず､日本でも知的陣がい者が置き
去りにされると考えられるO知的陣がい者の雇用
が改善されるためには､知的陣がい者を有益な労
働者として雇用する企業が増え､彼らが活躍する
姿が地域で見られるようになることで彼らに対す
る理解が高まり､雇用も増加していくと考えられ
る｡つまり､職場で知的陣がい者を有益な労働者
として受け入れる方法を明らかにすることが急が
れているのである｡
